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はじめに

　災害はいつ，どこで発生するか分
からないものである．災害が大規模
で多くの犠牲者が出た場合に，適切
な死体検案によりご遺体が迅速かつ
誤りなく遺族へ引き渡される，災害
に隠れた犯罪死が見逃されない等の
事項は社会にとって極めて重要であ
る1）．このような多数死体の検案が
求められる事態においては，法医学
の専門家は中心的な役割を果たすこ
とが求められる2）．これと同時に，
大学の法医学分野は，単に派遣依頼
があれば専門の医師を送り出すとい
うことではなく，多数死体検案の社
会的要請に迅速に対応できる組織と
しての平時からの体制構築も期待さ
れていると言わなければならない3）．
　平成23年に発生した東日本大震災
において，岡山大学法医学分野は日
本法医学会災害対策本部の指揮の下
に，震災発生の10日後から足かけ 3

か月半の期間に，延べ 4 名の医師を
被災地に派遣する死体検案支援活動
（以下 ｢支援活動｣ とする）を行っ
た．それから 7 年後には，平成30年
7 月西日本豪雨により倉敷市真備町
が約40年ぶりの大水害に襲われ4），
多数死体が発生した．岡山大学法医
学分野は，当時教員で在籍した筆頭
著者ら分野の医師を交代で現地派遣
する多数死体の検案活動を行った
が5），それに際しては東日本大震災
における支援活動経験が存分に活か
された．
　諺で ｢災害は忘れた頃にやってく
る｣と言われるが，令和 3 年 3 月11日
で東日本大震災からは10年が経過し
た．また，地球温暖化による災害発
生リスクの高まりが近年声高に主張
されており6），近い将来にも再び災
害に見舞われることが懸念される．
実際，平成30年の西日本豪雨災害か
らは 2 年が経過して，岡山県は防災
のための河川改修計画を発表してい
る7）．多数死体を伴う大規模災害が
発生した場合の大学法医学分野に
は，死体検案への対応による地域貢
献が求められている．そのような社
会貢献の全うのためには，体制の平

時からの確認も必要である．そこで
今回，東日本大震災における岡山大
学法医学分野の支援活動について，
震災の実際と日本法医学会の活動と
一括して記録することで，大学法医
学分野として多数死体検案へ対応す
る際の行動指針にすることとした．

東日本大震災の被害について

　2011年（平成23年） 3 月11日14時
46分（日本時間），宮城県牡鹿半島の
東南東沖130㎞の海底を震源として
大地震が発生した．日本における観
測史上最大の規模，マグニチュード
9.0，最大震度 7 で，震源域は岩手県
沖から茨城県沖までの南北約500㎞，
東西約200㎞の広範囲に及んだ．この
地震により，場所によっては波高10
ⅿ以上，最大遡上高40ⅿ以上にも上
る大津波が発生し8），東北地方と関
東地方の太平洋沿岸部に壊滅的な被
害をもたらした．具体的には建築物の
全壊・半壊は合わせて40万戸以上9），
停電世帯は800万戸以上10），断水世帯
は180万戸以上に上った11）．人的被害
については，震災 1 年後の警察庁の
発表で，検視総数は15,786体で，内
訳は男性7,360人，女性8,363人，性別
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不詳63人，年齢分布は確認された範
囲で80歳以上：21.42％（3,381人），
70～79歳：23.81％（3,759人），60～
69歳：18.66％（2,945人）， 9 歳以下
や10歳代，20歳代はいずれも 4 ％以
下であった12）．なお，2021年（令和
3 年）3 月10日時点では，死者15,899
人，行方不明者2,526人，重軽傷者
6,167人（未確認情報を含む）と発
表されている9）．東日本大震災の被
災範囲は青森県から千葉県までの太
平洋沿岸を中心に 1 都 1 道10県に及
び，死者・行方不明者が 1 万人を超
えた自然災害としては戦後初めての
ものとなった．
　東日本大震災で特筆しなければな
らないものとして，福島第一原子力
発電所事故がある．地震そのものと
津波により発電所の全電源が失われ
て原子炉の冷却が不能となり，溶融
した炉心が圧力容器を貫通した．こ
れに水素爆発が重なることで大量の
放射性物質が放出される甚大な原発
事故となり13），事故後10年を経た令
和 3 年 3 月時点においても避難指示
区域の避難対象者は約2.3万人と住
民は家を追われる状況が続き，地域
再生も困難を極めている14）．多数死
体検案の見地からは，発電所を中心
とする半径20㎞圏内を立ち入り禁止
措置が地震発生翌日の 3 月12日には
とられたことから，この区域内の遺
体回収や行方不明者の捜索は遅れを
取ることとなり，約 1 か月間着手で
きない事態となった．

日本法医学会の支援活動

1 ．対策本部の設立と初期対応
　日本法医学会は，地震発生から約
4 時間後の平成23年 3 月11日18時30
分には警察庁から今後の連絡先の照
会を受け，翌 3 月12日の午前 8 時に
は，正式な支援要請があった．これ
を受けて，理事長を本部長とし，庶
務委員長（共著者青木）と渉外広報

委員長を副本部長とする災害時死体
検案対策本部（以下，｢対策本部｣
とする）を直ちに設置し，午前 9 時
32分には，対策本部設置の通知と検
案支援体制構築のための協力要請を
全理事に宛てて発出した．同日午後
5 時に，岩手県警察本部長から理事
長に宛てて，第 1 回目の死体検案医
師派遣要請が届き， 5 時間後の午後
10時には岩手第 1 期検案支援派遣団
（医師 3 名，歯科医師 3 名）を東京
から出発させた． 3 月13日には宮城
県警察本部長からの新規派遣要請と
岩手県警察本部長からの追加派遣要
請が，14日には福島県警察本部長か
らの新規要請を受けた．
　初期に派遣した医師は，主に東京
近郊の速やかに集まれる地域から選
ぶことで，迅速な被災地入りを可能
にした．しかし，被災状況が明らかに
なるにつれて，被害者数が甚大とな
ることも明らかとなったことから，
検案支援活動は短期で終息すること
はなく，数か月に及ぶ長期の支援体
制の確立が必要となった．これによ
り， 3 月17日には，災害対策本部長
は全学会員に対して更なる支援の要
請を行い，また対策本部として継続
的な支援体制の構築をおこなった．
2 ．継続的支援活動体制の構築
　日本法医学会は，1985年 8 月の日
本航空123便墜落事故や，1991年 5 月
の信楽高原鉄道事故，同 6 月の雲仙
普賢岳火砕流災害，1993年 7 月の北
海道南西沖地震という相次ぐ多数死
体発生案件を受けて，1993年より大
規模災害・事故時の検案支援体制に
ついての検討を始め15），1995年に発
生した阪神淡路大震災における支援
活動の経験を経て，1997年に「大規
模災害・事故時の支援体制に関する
提言」を纏めた16）．東日本大震災にお
ける学会の支援活動はこの提言に沿
って組織化されたが，この震災では
活動の長期化が避けられなかったこ

とから，対策本部では以下のように
継続的な支援活動態勢を構築した．
先ず支援活動長期化の認識を学会員
に浸透させ，その上で支援活動に従
事可能な医師および歯科医師の学会
員に派遣登録の要請を行った．次い
で登録を行った学会員に対して，実
際に被災現地での活動が可能な時期
についての調査用紙をメールにて送
付，記入された調査用紙を地区毎に
担当理事の下へ集め，地区単位で派
遣可能者リストを作成した．対策本
部は，このリストに基づいて，被災
地が必要とする活動医師数と各地区
における法医解剖の実施に支障を生
じさせないこととのバランスを図り
ながら，派遣医師団の規模と実際の
人員，並びに派遣時期を決定した．
派遣は，原則として初日と最終日を
移動日，中 6 日間を終日支援活動日
とする，通算 8 日間を 1 期とした上
で，連続する派遣期の移動日を重ね
ることで，医師団間の引継ぎを行い
つつ切れ目のない支援活動を展開し
た（図 1 ）．なお，全派遣医師に対し
て，死体検案に従事するに当たって
は名札・腕章を装着すること，死体
検案書原本は現地機関に帰属するこ
と，検案に掛かる費用は受け取らな
いことなど，提言に謳った方針を周
知徹底した．これと同時に，死体検
案書の作成にあたっての，死亡した
とき，死因の種類，外因死の追加事
項などの記載事項の統一も図り，こ
れは学会派遣医師による検案支援活
動の円滑化にもつながった．
3 ．支援活動の実績
　日本法医学会としての活動実績は
表 1 の通りである．派遣期間は岩手
県と宮城県では通算19期（約 4 か
月），福島県では通算15期（約 2 か月
半）にわたり，派遣学会員の延べ人
数は医師1,090名，歯科医師298名に
上り，学会の総力を挙げた支援活動
となった．
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　なお日本法医学会は，東日本大震
災の支援活動の終了後にワーキング
グループを立ち上げ，大規模災害・
事故時の支援体制に関する提言16）

が内包していた問題点を検証して，
新たに大規模災害対応計画として策
定し2013年に法医学会員に向けて公
表した17）．平成30年西日本豪雨によ
り多数死体が発生した倉敷市真備町
での岡山大学法医学分野の支援活動
は，この計画に基づく学会活動でも
あった．

岡山大学法医学分野における対応

1 ．初期対応と教室非常事態宣言
　震災の発生を受けて，平成23年 3
月12日土曜日午前10時23分に，日本
法医学会のメーリングリストによ
り，対策本部の立ち上げが全学会員
に連絡され，派遣登録を行った医師
および歯科医師から数名ずつが召集
され被災地へ派遣されることが通知
された．
　この時点で教室に所属していた医
師は，教授（第 2 共著者宮石），大
学院生（筆頭著者三浦），非常勤研
究員（第 3 共著者谷口）各 1 名の計
3 名であったが，教授の宮石は，岡
山大学法医学分野から教授本人と大
学院生医師の三浦の 2 名を派遣医師
登録することを直ちに決断すると共
に， 3 月14日月曜日の朝に緊急教室
ミーティングを招集した．このミー
ティングでは，上記 2 名の医師を派
遣登録する決断が全教室員に伝えら
れるとともに，派遣による教授不在
時でも岡山県の法医解剖は滞りなく
行う旨が述べられ，全ての教室員に
対して全面的協力が要請された．当
時の岡山大学法医学分野では全ての
法医解剖は教授が 1 人で担っていた
一方，被災地への派遣は複数回に及
び，その合計期間は月単位になる可
能性も考えられる状況であったこと

から，教授不在でも法医解剖を遅滞
なく行うという決定は，教室は総力
を挙げて支援活動に従事しなければ
ならないという認識の表明であり，
ミーティングの召集は教室非常事態
の宣言でもあった．
結果として， 1 週間
後の 3 月21日には教
授が福島へ派遣され
たのを皮切りに，岡
山大学法医学教室か
ら通算 4 期，延べ 4
名の医師派遣が行わ
れた．法医学会の支
援体制の中における
岡山大学法医学分野
の位置づけを図 2 に
示す．
2 ．派遣医師登録
　震災発生時の岡山
大学法医学分野の現
員は10名で，内訳は
教員 3 名（教授 1 ，
講師 1 ，助教 1 ），
博士課程大学院生 2
名（社会人を除く）
のほか，技術職員 3
名，事務職員 1 名，
非常勤研究員 1 名で
あった．大学院生の
三浦は，死体検案医
としてはこの時点で
約370体の経験を積
んでおり，支援活動
の能力を有していた．
非常勤研究員の谷口
は法医学分野以外の

組織で医業に従事しており，一定期
間被災地に滞在する支援活動に従事
することはできなかったことから，
教授宮石と大学院生三浦の 2 名が学
会に派遣登録を行った．
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図 1 　法医学会派遣医師団の活動日程（2011年 5 月分）

表 1 　東日本大震災で日本法医学会が検案支援を行った期間と派遣された検案医師数

岩手県 3 月13日～ 7 月 6 日 19期 315 2
宮城県 3 月14日～ 7 月 4 日 19期 535 1
福島県 3 月16日～ 6 月 7 日 14期 240 1
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通算 医師数 岡山大学の医師数派遣期間 派遣期 （延べ人数） （延べ人数）

合計 1,090 合計 4



 

 

災害時死体検案対策本部
本部長：法医学会理事長
副本部長：庶務委員長

渉外広報委員長

中四国地区理事

岡山大学法医学分野

行政機関
国（対策本部など）
地方自治体
都道府県警察本部

災害現地機関
大学法医学教室

図 2 　日本法医学会の災害時死体検案支援体制におけ
る岡山大学法医学分野の位置づけ

表 2 　東日本大震災における岡山大学法医学分野医師に
よる死体検案支援活動の概略

派遣期間 派遣期 死体検案数

3 月21日～28日
4 月 7 日～14日

福島第 2 期
岩手第 5 期

13
17

6 月 4 日～11日 宮城第15期 22
6 月24日～ 7 月 1 日 岩手第18期 11

3 ．教授不在時の法医解剖鑑定実施 両医師による 2 名執刀医とし，鑑定
体制の構築と実際 人には司法解剖の場合は三浦が，承
　大学院生医師三浦は法医解剖その 諾解剖の場合は谷口が就くこととし
ものについても十分な訓練は受けて つつ，損傷等の外因の検索と，疾病所
いたが，判断の最終責任を負う鑑定 見等に基づく病理学的判断とを相互
人経験はなかった．また，厚生労働大 補完する態勢を整えた．また解剖中
臣の認定による死体解剖資格を未取 に疑問等が発生した場合には，リア
得であり，死体解剖保存法を根拠と ルタイムに宮石へ架電して必要な判
する承諾解剖を執刀できなかった． 断を仰ぐこととした．医師以外の教
非常勤研究員の谷口は病理解剖の経 室員は，解剖関連業務への優先的従
験が豊富で，病理専門医の資格も有 事を原則とし，解剖所見の記録，検
していたが，法医解剖に多い外傷を 査検体の採取や前処理，解剖器具の
伴う死体や，外因死例の解剖経験は 準備片付け等への人員配置を厚くす
必ずしも十分ではなく，また鑑定人 ることで，両医師が関連業務へ気を
としての解剖経験もなかった．そこ とられることなく解剖鑑定だけに集
で，被災地派遣に伴う教授不在期間 中できる態勢とした．このような体
中の全ての法医解剖は三浦，谷口の 制構築は，教授宮石にあっては岡山

において法医解剖が行わ
れる日には常に電話対応
できる態勢での支援活動
に対する派遣医師団の，
谷口にあっては法医解剖
の発生状況に応じた弾力
的な就業日変更に対する
法医学外就業先の協力に
よって可能となった．実
際には，教授不在期間中
に計 4 件の司法解剖があ
り，全てが滞りなく行わ
れた．
　なお，対策本部による
各地域や大学の事情への
配慮により，宮石と三浦
が同時に被災地派遣され
ることはなく，宮石が岡
山に残っているときの解
剖は，平時と同様に行わ
れた．

岡山大学法医学分野の死
体検案支援活動の実際

1 ．支援活動の概要
　派遣医師として登録さ
れた 2 名は，それぞれ 2
期間の活動を行った．具

体的には，宮石は福島第 2 期（ 3 月
21日～28日）と宮城第15期（ 6 月 4
日～11日），三浦は岩手第 5 期（ 4 月
7 日～14日）と岩手第18期（ 6 月24
日～ 7 月 1 日）の支援活動に従事し
た．死体検案数は，宮石が福島第 2
期に13体，宮城第15期に22体，三浦が
岩手第 5 期に17体，岩手第18期に11
体，総数では63体であった（表 2 ）．
2 ．福島第 2 期派遣
　 3 月21日～28日まで，宮石が福島
県へ派遣された．派遣された医師団
は 5 名（千葉大学 2 名，兵庫県監察
医務室 1 名，岡山大学 1 名，久留米
大学 1 名）からなり，被派遣医師は
一旦警察庁（東京都千代田区）に集
合し，そこから警察車両で被災地入
りした．警察車両による移動となっ
たのは，震災発生から10日目の移動
で，未だ公共交通機関は十分に機能
していなかったためであった．支援
活動は，派遣医師 5 名に福島県立医
科大学の医師 1 名を加えた計 6 名で
行われた．活動場所は福島県北東部
の相馬市と南相馬市の 2 箇所（図 3
ａ），相馬市では某会社の廃工場が，
南相馬市では原町高校体育館が遺体
安置所になっていた（図 4 ）．医師
団は，その日の予想搬入数により 3
人と 3 人，または 4 人と 2 人の 2 班
に分かれて 2 つの遺体安置所に赴い
た．宮石は派遣期間 6 日のうち 4 日
は相馬市， 2 日は南相馬市を担当し
た．
　検案に必要な資材の供給状況につ
いては事前情報がなく，資材不足に
よる支援活動の停滞も懸念して岡山
から可能な限りの資材を持参したが，
福島県警の装備品，応援の道府県警
察の持参品，第 1 期の派遣医師の持
参品などにより寧ろ過剰在庫状態に
なっていた．結果として持参品はそ
のまま持ち帰ることになったため，
第 3 期以降の派遣医師に同じことが
繰り返されないよう，千葉大からの合計 63
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相馬市 廃工場

南相馬市
原町高校体育館

a

山田町
健康増進センター

宮古市
千徳体育館

陸前高田市
旧矢作小学校

釡石市
紀州造林工場

b

気仙沼市
すぱーく気仙沼

南三陸町
南三陸町ベイサイドアリーナ

石巻市
旧石巻青果花き地方卸売市場

c

図 4 　福島第 2 期派遣時の相馬市の死体
検案場所

図 3 　岡山大学法医学医師による支援活動場
ａ．福島県　ｂ．岩手県　ｃ．宮城県

派遣医師と協力して物品在庫
リストを作成し対策本部へ情
報提供した．被災者の多くは
泥によって体表が汚染されて
いたが，両施設とも既に水道
は復旧しており，遺体の洗浄
には問題がなかった．
　福島第 2 期の 6 日間に検案
された死体は110体で，第 1 期
終了までの11日間での512体
と比較して少なかった．これ
は屋外など直ぐに見つかり収 た．派遣医師団は大学法医学の教員
容も容易な場所の死体は第 1 医師 2 名と，三浦を含めた大学院生
期に殆ど検案され，第 2 期で 医師 2 名とで成っており，これを 2
は家屋内など外から見えない 班に分けて活動した．
ところや，見えていても収容 　岩手県の死体安置所は，震災直後
が困難なところの死体が検案 は16か所に設けられたが，その後新
対象となる時期に移行してい たに短期間のみ設けられたものや，
たためと考えられた．110体の 自然発生的に生じ，あとから警察に
うち，岡山大学が担当したの より追認されたものなど，場当たり
は13体（相馬11体，南相馬 2 的に安置所が運用されていた18）．第
体）で支援活動医師 1 名当た 5 期の頃にはそれらがほぼ整理され
り平均担当数よりかなり少な ており，8 か所に統合されていた．岩
かったが，これは担当安置所 手県の死体安置所はいずれも太平洋
における死体搬入数のばらつ 沿岸部地域に設けられていたが，南
きや，若手医師に優先的に検 北に相当の距離があるため，北部は
案機会を提供したことが理由 主に岩手県の地元医師が検案を担当
と考えられた． し，南部を法医学会の派遣医師団が
　福島県からの復路は，福島 担当した．三浦は活動 6 日のうち，
県警から派遣医師の要望への 山田町の健康増進センターで 3 日，
配慮があり，宮石は警察車両 宮古市の千徳地区体育館で 3 日，陸
で福島空港（郡山市）まで移 前高田市の旧矢作小学校体育館で 1
動した後，伊丹空港経由で帰 日を担当し（図 3ｂ），この期間に県
岡した．なお，福島原子力発 内で確認された158体のうち17体の
電所事故により，支援活動終 検案を行った（ 1 日は山田町と宮古
了後に身体外表の放射線測定 市の両方での活動であった）．震災後
を受けた． 約 1 か月を経過しており，水・電気
3 ．岩手第 5 期派遣 などのライフラインや検案資材など
　 4 月 7 日～14日まで，三浦 に不足はなかった．しかし岩手県で
が岩手県へと派遣された．派 は県警本部のある盛岡市を宿泊地と
遣団の総医師数は 4 名であっ し，そこから沿岸部の被災市町村ま
た．現地への移動は，伊丹空 で片道 1 ～ 2 時間程度をかけ毎日往
港からいわて花巻空港へ運用 復する活動となったため，その労力
されていた，震災支援者のみ が負担となった．
が搭乗できる航空機を利用し
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4 ．宮城第15期派遣
　 6 月 4 日～11日まで，宮石が宮城
県へ派遣された．法医学会からの医
師派遣は 2 名で，他 1 名は東京都監
察医務院からであった．法医学会の
医師派遣とは別に，歯科医師会から
の歯科医師団派遣が行われており，
最初の 3 日間は島根県歯科医師会の
3 名からなる歯科医師団，後半の 3
日間は大分県歯科医師会の 2 名から
なる歯科医師団がそれぞれ 2 つ派遣
されており，支援活動は歯科医師団
とのチームで行われた．支援活動場
所は石巻市，気仙沼市，南三陸町の
3 箇所で，遺体安置所及び死体検案
場所は，石巻市では旧石巻青果市
場，気仙沼市では大曲コミュニティ
センター内にある屋内ゲートボール
場（すぱーく気仙沼），南三陸町では
南三陸町ベイサイドアリーナの文化
ホール及び搬入口前に設置されたテ
ントであった（図 3ｃ）．震災から約
3 か月が経過した時点での活動で，
発見される死体数が減少していたこ
とから， 2 名で 3 か所を順次回る態
勢になっており，各安置所とも原則
として 3 日に 1 回は死体検案が行わ
れない運用となっていた．このため
検案死体の中には，前日搬入のもの
が含まれている場合があったが，収
容死体が多いときは，例外的に地元
の警察医に依頼して同一日に 3 か所
ともで死体検案が行われていた．
　宮石は派遣 6 日間のうち 4 日は石
巻市で， 1 日は気仙沼市で， 1 日は
南三陸町で支援活動に従事し，活動
期間中に計22体（石巻市16体，気仙
沼市 3 体，南三陸町 3 体）の死体検
案を行った．検案に必要な設備，資
材は完備されていて死体検案そのも
のは問題がなく実施できたが，死体
は何れも既に腐敗が進行しており，
死因を不明にしたものが多かった．
5 ．岩手第18期派遣
　 6 月24日～ 7 月 1 日まで，三浦が

岩手県へと派遣された．派遣団は医
師 1 名，歯科医師 1 名であったた
め，この期間の死体は全て三浦が検
案を行った．発見される死体はかな
り減少していたため，基本的には前
日までに死体が発見された地区へ翌
日赴くという運用になっており，発
見当日に検案となったものは極めて
少なかった．受け持ちの死体安置所
は合計 3 箇所で，釜石市の紀州造林
工場で 3 日，宮古市の千徳地区体育
館で 2 日，陸前高田市の旧矢作小学
校体育館で 1 日の活動を行った（図
3ｂ）．検案死体は11体（釜石市 5
体，宮古市 4 体，陸前高田市 2 体）
であったが，全例が腐敗しており，
検案時点での身元特定が可能なもの
はなかった．
　この期間には，骨片の人獣鑑別の
要請が約10件あった．このうちヒト
の可能性があるものは 1 片のみで，
残りは獣骨と判断し，その場で廃棄
を許可した．震災後 3 か月以上を経
過し，死体発見数は少なかったが，
災害時の検案医には，骨の人獣鑑別
の能力も求められることが明らかと
なり，法医学の専門家が現地に派遣
される必要性を改めて認識すること
となった．

大規模災害時の法医学の役割

　大規模災害時においては，現地の
法医学機関は検案活動を統括するこ
とを求められており15，16），岡山県に
おいては岡山大学法医学がその主軸
を担うこととなる．東日本大震災で
の活動経験を基に，災害時の死体検
案で問題となる主な医学的事項につ
いて，法医学の立場から，主導すべ
き点や事前の準備について以下に考
察する．
1 ．死因について
　東日本大震災では，解剖なしに死
因が診断されたものが多くを占めた
が，自然災害による死亡であれば，

死因診断が後日問題となることは多
くないと思われる．一方で，人為的
な事故やテロなどの犯罪行為によっ
て多数死体が生じた場合には，後の
捜査や公判を見据えて，死因や損傷
の有無などについて，医学的に正確
な診断がなされる必要があり1），一
定数の解剖が必須となる．発生した
災害の種類に応じて，解剖を行う基
準を予め想定したうえで，災害発生
時にそれを決定し警察や検案医に通
達すること，必要に応じて近隣県の
法医学教室に助力を求めながら，可
能な限り多くの死体を解剖できる体
制を平時から整備しておくこと，な
どが大学の法医学分野に求められて
いると考えられる．
2 ．死亡したときについて
　民法第32条の 2 に定められた「同
時死亡の推定」に基づき，東日本大震
災では，死体検案書の「死亡したと
き」欄には基本的に共通の日時が記
載された．一方で，この同時死亡の
推定は，条文に記載されているとお
り「他の者の死亡後になお生存して
いたことが明らかでないとき」に用
いられるものであり，具体的な直前
の生存情報が個々にある場合に適用
されることは望ましくない．東日本
大震災では，死体の数が膨大であっ
たため，個別の情報を精査しそれぞ
れに別の死亡したときを決定するこ
とは現実的ではなかったと言える．
しかしながら災害の種類と規模によ
っては，個別に死亡時刻が決定され
るべき場合もあり，実際に我々が平
成30年 7 月豪雨の際に倉敷市真備町
で行った多数死体検案では，複数の
死亡したときを決定した5）．行政機
関と災害の全体像についての情報を
速やかに共有し，死亡したときを共
通にするのか，個別に検証するのか
についての方針を決めることが重要
である．
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3 ．個人識別について
　多数死体検案時には，個人識別は
重要な問題の一つであり，DNA 検査
のための死体からの試料採取や，歯
科所見の記録などが必要となる1，19）．
大規模災害時の個人識別は，可能な
限り統一した基準で行われることが
望ましいとされており19），検案開始
前に採取すべき試料の種類とその保
管方法（保管用器具も含めて）を，
速やかに決定し検案医や警察に通達
する必要がある．さらに，警察歯科
医会等と密に連携をとり，歯科的検
査の有無についての方針を定めるこ
とも必要である．これらを関係各所
と協議することで，多数の検案医の
参加を要する場合であっても，手順
を一貫させることができると考えら
れる．

おわりに

　東日本大震災を受けて，岡山県警
察において，毎年行われる検死専科
での多数死体検視訓練の導入，多数
死体検視マニュアルの作成などが行
われ，岡山大学法医学分野はこれら
の活動に参加し助力を重ねてきた．
震災後の10年の間には，平成30年 7
月豪雨により倉敷市真備町で多数死
体検案の必要性が生じたが，東日本
大震災の検案経験を生かして岡山大
学法医学分野が死体検案を一手に担
い，これに貢献した5）．
　多数死体検案時には，医師や歯科
医師，警察など多職種がチームで動
き，その中心は法医学者であるべき
とされ，これは実際の死体検案自体
に限らず，事前の準備や災害発生後
の体制構築についても，法医学者の
経験と知識を基に行われるべきと言
われている1，2）．特に災害の多い我が
国においては，法医学者は多くの災
害での経験を持つ．今回我々は東日
本大震災での法医学会，および岡山

大学法医学の構築した検案体制と検
案活動を改めて纏めた．これを読者
諸兄と共有し，来るべき事態への備
えとすることが，法医学の重要な責
務の一つであると考えられた．

　本論文内容に関連する著者の利益相反
はない．
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